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（仮称）第３期つくばみらい市障がい者計画（案)に対する 

意見の内容および市の考え方 

 

意見提出期間 平成２８年１２月６日（火）～平成２９年１月４日（水） 

意見提出者数 ２人 意見件数 １０件 

 

№ 意見の内容 件数 市の考え方 

１ 【２３ページ】将来の生活の不安 

 

前回のアンケートと比較する

と，健康，生活費，医療，住まい

のこと等，衣食住の基本的なこと

ですべての障がい者で不安が増

大している。 

特に精神障害では，生活費の不

安が突出している。 

 

１  平成２２年に実施したアンケートの回答

と，今回実施したアンケートの同項目の回

答を比較すると，障がいのある方が不安に

思われている割合が，複数項目にわたり高

まっている結果が見られました。 

 昨今，障がいのある方の重度化・高齢化

が全国的に進んでいる状況もあり，障がい

のある方のみならず，ご家族の方にも不安

や心配が生じていることと推測しておりま

す。 

 このような現状を的確に認識したうえ

で，本計画案の２７ページに示すとおり，

取り組むべき課題を設定いたしました。 

特に，不安や心配の軽減を図るには，相

談できることが非常に大切であると認識し

ております。そのため，計画案の３９ペー

ジに示すとおり，今後,相談機関との更なる

連携強化や基幹相談支援センターの設置検

討を進めるなど,相談環境の整備に努めて

まいります。 

相談から連携がなされ，個々の支援に発

展することで，少しでも不安が軽減される

よう，相談対応の強化・充実に努めてまい

ります。 

 

 

２ 【３３ページ】差別の解消 

 

取り組み内容の中で，障害者週

間での意識向上に努めます。とあ

りますが，企画性が弱いので以下

のように見直して下さい。 

・「障害者週間」において，イベン

ト等を企画し障害に対する福祉

意識の向上に努めます。 

１ 「障害者週間」などにおいて，障がいに

対する理解の促進に努めていくことは，基

本施策１にも位置づけたとおり，重要な取

組みであると認識しております。 

理解の促進や意識向上に取り組むには，

様々な手段が考えられ，イベント等も手段

の一つとして認識しており,展示物や広報

など，多角的に取り組めるよう，今後もあ

らゆる手段を検討していくよう努めてまい
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 ります。 

なお,意識向上の取組みは,本計画案に 

「『障害者週間（12 月）』などにおいて，障

がいに対する福祉意識の向上に努めます。」

とあるとおり，「障害者週間」に限らず，年

間を通じて努めていくものと認識しており

ますので,原文のとおりと考えます。 

 

３ 【３４ページ】ボランティア活動  

 

NPO の育成を加えてください。 

１  市と市社会福祉協議会が一体的に策定し

ている「つくばみらい市地域福祉計画・地

域福祉活動計画」の中で，社会福祉協議会

で取り組む内容として，ボランティア市民

活動センターにおいて，ＮＰＯも含めた幅

広い市民活動・当事者活動などとの協働，

支援体制を整備していくことが記述されて

おり,ＮＰＯも含めた幅広い市民活動への

支援等が必要であると考えます。 

本計画案においても，市と社会福祉協議

会とが，いわば車の両輪となって，ボラン

ティアやＮＰＯへの協力・支援を進め,各団

体の活発化を図る必要があると考えます

（以下の下線部分を修正）。 

 

【３４ページ】（２）ボランティア活動・福

祉活動の推進 第１項目 

「○社会福祉協議会と連携してボランティ

アやＮＰＯに対して，支援や情報提供を進

め,各団体の活発化を図ります。」 

 

【３４ページ】取組内容欄に市民サポート

課を追加し，社会福祉協議会に表記した第

２項目にある取組内容を以下の内容に修正

し，市民サポート課と併記する。 

「ボランティアやＮＰＯに関する情報提供

や活動等を支援します。」 

 

４ 【３７ページ】サービス内容の周

知 

 

サービスの告知が，個人に届か

ないことがサービスを使ってい

る方の少なさにあると考えると

取り組み内容の４行目に当事者

を加えてください。 

１  ご意見のとおり，サービス内容が個人に

届かないようなことがあってはならず，当

事者の方に確実に情報を伝えていく必要が

あります。 

また，当事者の方のみならず，ご家族の

方や地域の支援者の方にご理解いただくこ

とが必要な場合もあり，幅広くお伝えする

ことで，よりスムーズにサービスをお使い
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・サービス内容を当事者に確実に

伝えるよう取り組みます。 

いただけるのではないかと考えておりま

す。 

 今後も，当事者の方はもとより，多くの

方に知っていただけるよう，障がい者支援

のしおりとあわせ広報等も活用しながら，

周知徹底を図ってまいります（以下の下線

部分を追記）。 

 

【３７ページ】社会福祉課の取組内容欄中 

第２項目 

「『障がい者支援のしおり』を毎年度更新す

るほか，障がいの特性に適応した方法によ

り，当事者をはじめ，ご家族及び支援者等

に対して，障がい福祉に関する制度やサー

ビス内容を確実に伝えるよう取り組みま

す。」 

 

５ 【４１ページ】地域生活支援 

【４６ページ】社会参加の促進 

 

生活支援，社会参加支援など

で，サービス提供者，事業所等の

市内の提供者が少ないと思う。そ

こで，市として事業所の開設にも

協力をする取組みを加えてくだ

さい。 

１  本計画案に記述しているとおり，少しず

つではありますが，地域の障害福祉サービ

スは充実してきていると認識しており，サ

ービス利用者も増加しております。しかし，

すべてのサービスが充足している状況では

ないため，市としては，地域の障害福祉サ

ービス提供事業者との連携や情報共有を図

るなど，サービス提供体制の充実に向けて，

さらなる協力体制に努めてまいります。 

なお，市に対して法人の方などから事業

所開設の相談等をいただいた際には，可能

な限り必要な情報を提供するなどしてお

り，すでに対応しているものと認識してお

ります（以下の下線部分を追記）。 

 

【４１ページ】１地域生活の支援中 第３項

目 

「○利用状況をみると，身体障がいのあ

る人は『補装具・日常生活用具』，知的障が

いのある人と精神障がいのある人は『自立

支援訓練・就労訓練』や『相談支援』のサー

ビス利用が多く，障がいによって求めるサ

ービスやニーズは異なっています。そのた

め，必要なサービスの確保・充実に努めて

いく必要があることから，サービス提供事

業所から開設等の相談があった際には，可

能な範囲で必要な情報を提供するなどの協
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力体制をとるほか，関係機関等との連携を

図るなど，さまざまな取組みを行う必要が

あります。 

 

なお，上記の表現を明記することから，

サービス全般を網羅できると考えますの

で，４６ページ「社会参加の促進」におい

ては重複しての追記はしないこととしま

す。 

 

６ 【５５ページ】学校教育の充実  

 

条約の批准から，インクルージ

ョン教育の推進を項目で加えて

ください。 

１ ご意見のとおり，障がいのある人がわけ

隔てられることなく，障がいのあるなしに

かかわらず，子どもたちが共に学び，社会

で自立できる力を育めるインクルーシブ

（インクルージョン）教育システムの理念

に基づく教育を一層推進していくことが大

切であると認識しております。 

インクルーシブ教育につきましては，国

が平成２５年９月に策定した，「障害者基本

計画（第３次）」において，「インクルーシ

ブ教育システムの構築」として，「障がいの

ある児童生徒が，合理的配慮を含む必要な

支援の下，その年齢及び能力に応じ，かつ

その特性を踏まえた十分な教育を可能な限

り障がいのない児童生徒と共に受けること

のできる仕組みを構築する」ことがうたわ

れております。 

本計画案では，教育のユニバーサルデザ

インの推進を掲げており，インクルーシブ

教育も含め，障がいの有無に関わらず，す

べての児童に対して教育のユニバーサルデ

ザインを推進するということを確認してお

ります。  

なお，市では，特別支援教育が必要な児

童，または，その保護者の方から，普通学

校や通常学級で学びたいとのご要望があれ

ば，可能な限り対応がなされております。 

このことから，国の計画との整合性が図

れているものと認識しておりますが，イン

クルーシブ教育システムとその要件につい

ては，日本が批准した「障害者権利条約」

において提唱された概念であり，“インクル

ーシブ教育”の表現を幅広く周知をしてい

くためにも，明記する必要があると考えま
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す（以下の下線部分を追加）。 

 

【５５ページ】（２）学校教育の充実 第１

項目 

「○特別な教育的支援を必要とする児童の

特性や発達段階に応じて，インクルーシブ

教育の概念のもと，きめ細やかな教育の実

践に努めます。」 

 

 

７ 【５９ぺージ】人にやさしいまち

づくり 

 

前回には福祉のまちづくりの

推進とありまして公共施設のバ

リアフリーを順次促進とありま

したが，これは今回も継続してい

くべきと考えるが，どうなのか。 

１  市民が利用する公共施設や道路等のバリ

アフリー化を進めていくことは，本計画案

においても継続していくものと捉えており

ます。 

今後も移動手段の確保，道路段差の解消，

投票所のバリアフリー化を進めるなど，幅

広く，すべての人に配慮された環境を整え

ていくユニバーサルデザインのまちづくり

を順次進めていく考えでおります。 

前回の計画では，取組内容欄にバリアフ

リー化を促進する旨を記載しておりました

が，一部の部署に特化した表現となってお

りましたので，本計画案では，全庁的に取

り組むものとして，冒頭に表記しておりま

すので，原文のとおりと考えます。 

 

【５９ページ原文】（１）人にやさしいまち

づくりの推進 

「○多くの市民が利用する公共施設や道路

等のバリアフリー化を進め，すべての人が

暮らしやすいユニバーサルデザインのまち

づくりを推進します。」 

 

 

 

８ 【６５ページ】計画の推進 

 

支援協議会を核とするとある

が，多義にわたるので，部会を設

置するようにしてください。 

１ 「つくばみらい市障がい者支援協議会要

綱」において，必要に応じて協議会を補助

する組織として専門部会，個別ケース会議

その他の組織を別に置くことができる旨を

定めております。あわせて，本計画案でも

課題等に応じて専門部会を設置するとして

おり，原文のとおりと考えます。 

ご意見のとおり，同協議会の業務内容が

多岐にわたっている実情があり，全体会だけ



6 

 

では協議しきれないことも想定されます。 

これまでも，状況に応じて課題を設定し

専門部会を設置しておりますので，今後も，

必要に応じて専門部会の設置を検討し取り

組んでまいります。 

なお，支援協議会のあり方としては，全

体会と専門部会のメンバーを異なる人員で

構成し，組織化させることが望ましいと考

えております。しかしながら，現在は同一

人物が兼務する状況にありますので，今後

は，適切な人材の確保に努め，支援協議会

の円滑な運営及び充実化を図ってまいりま

す。 

 

 

９ 【６６ページ】障害者支援センタ

ー構想 

 

具体的な日程などがなく具体

性に欠けるので，もう少し具体的

に書き込む必要がある。 

１ 「（仮称）障がい者支援センター」構想の

構築につきましては，現時点では総合的な

相談窓口の設置や，幼児期から継続した支

援体制の構築などを想定しておりますが，

支援体制の構築だけではなく，人材や財源

の確保など，多くの課題を含んでおります

ので，予定も含めて，十分かつ慎重な協議・

検討が必要であると考えております。 

今後，スケジュール等がお示しできる段

階になりましたら，すみやかに公表できる

よう取り組んでまいります。 

 

 

10 障害福祉計画，サービス提供な

ど 

 

福祉計画での目標数値を如何

に取り組むかを計画に反映すべ

きと考える。 

施設からの地域移行など目標

値になく，どのように取り組むか

書き込んでください。 

 

１  本計画の関連計画として，障害者総合支

援法に規定する「障がい福祉計画」があり，

現在，平成２７年度から２９年度までの３

か年を計画期間とする「第４期つくばみら

い市障がい福祉計画」を策定しております。

この計画は，障害福祉サービス等の確保に

関する実施計画として，国から示されてい

る指針に基づき目標数値を定めており，３

年ごとに計画を見直すものとされておりま

す。 

平成２９年度には，「第５期障がい福祉計

画」を策定するもので，計画期間は平成３

０年度から３２年度とし，国から示される

指針等を踏まえ，目標数値を設定して取り

組んでいく予定です。 

一方，本計画案は，障害者基本法に基づ
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き，障がい者のための施策に関する基本的

な事項を定める基本計画となっており，計

画期間を１０年以内とされていることか

ら，平成２９年度から３５年度の７か年を

計画期間として策定を進めているところで

す。 

今後，障がい者計画と障がい福祉計画の

策定時期を合わせ，平成３６年度には総体

的な計画を策定することを想定しており，

以降６年ごとに総体的な計画となるよう取

り組んでまいります。 

現段階におきましては，双方の計画の調

和を図るとともに，柔軟に対応できる状態

を保ちながら，各施策に取り組んでまいり

ます。 

なお，施設からの地域移行につきまして

は，前述の「つくばみらい市第４期障がい

福祉計画」において，平成２９年度末の目

標値を「７人」と定めております。 

 

【参考】 

障がい者計画と障がい福祉計画の計画期

間 

 ・下図参照 

 

 

○計画の期間 

 

 

 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 33 年度 34 年度 35 年度 

障
害
者
基
本
法 

 
 

  

 

  

障
害
者 

総
合
支
援
法 

 
 

  

 

  

第４期 

障がい福祉計画 

（H27～29年度） 

「第３期つくばみらい市障がい者計画」 

（平成 29～35 年度）  

第５期 
障がい福祉計画 

（Ｈ30～32 度） 

第６期 
障がい福祉計画 
（Ｈ33～35度） 

見直し 


